














































































































































































































































































































































Q 連結子会社 事 売買目的有価証券 金 解放の可能性あり
R 連結子会社 事 その他有価証券（金融投資） 金 解放の可能性あり
S 連結子会社 事 その他有価証券（事業投資） 事 解放されていない






Q 連結子会社 事 売買目的有価証券 金 解放の可能性あり
S 連結子会社 事 その他有価証券（事業投資） 事 解放されていない
T 連結子会社 事 持分法投資 事 解放されていない
図表５ 結合分離による支配喪失（事業分離会計基準）とリスクからの解放
変化前の投資の性質 変化後の投資の性質 リスクからの解放
Q 連結子会社 事 売買目的有価証券 金 解放の可能性あり
R 連結子会社 事 その他有価証券（金融投資） 金 解放の可能性あり
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